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A.研究目的 

鹿児島県でのコホート研究結果と研究遂行中に

生じた問題から、新たな研究課題を見出す。 

１）鹿児島県のコホート研究実施結果 

２）研究遂行中の課題 

 

B.研究方法 

１）鹿児島県のコホート研究実施結果 

鹿児島大学で同意取得した HTLV-1 キャリア妊婦

の調査票の令和元年 12月 31日時点までの回収状

況および 3 歳時点での抗体検査結果を集計した。 

２）研究遂行中の課題 

研究遂行中に明らかになった問題を取集した。 

 

C.研究結果 

１）鹿児島県のコホート研究実施結果 

鹿児島大学で同意取得した HTLV-1 キャリア妊

婦は 343 名で県外施設移行 7 名・辞退 20 名・脱

落 33 名であった。283 名中調査票を回収できた

のは 168 名（59.4％）であった。 

a 辞退・県外施設移行・脱落例について（図１） 

19 名が 1 歳までに辞退していた。同意取得か

ら出生までに 5 名が辞退し、母体の悪化による転

院で 1 名、PCR 陰性 1 名、個人的都合 3 名であっ

た。個人的都合の 1 名は、研究体制で役場への情

報提供が嫌とのことであった。 

また、1か月健診までに、子どもの病気で 2名、

書類が多く困難で 1 名、個人的都合が 1 名いた。

研究要旨 

（目的) 鹿児島のコホート研究結果と研究中に生じた問題から今後の課題を明らかにする。 

（方法）鹿児島大学で同意取得した HTLV-1 キャリア妊婦の調査票の令和元年 12 月 31 日時点まで

の回収状況および 3 歳時点での抗体検査結果を集計し、研究遂行中に明らかになった問題を取集

した。 

（結果）HTLV-1 キャリア妊婦は 343 名で県外施設移行 7 名・辞退 20 名・脱落 33 名であった。283

名中調査票を回収できたのは 168 名（59.4％）であった。168 名中母子感染は 6 名（3.6％）であ

った。人工栄養法 2 名、短期母乳法で断乳できた 2 名、断乳出来なかった 1 名、PCR 法陰性で長期

母乳例 1 名であった。親世代の移動のためフォロー脱落例が多かった。6 名の HTLV-1 母子感染例

は心理的負担が大きかった。水平感染後に母子感染した症例を経験した。PCR 法陰性で母乳育児を

行ったところ母子感染した症例を経験した。児はスクリーニング陽性であったが、WB 法陰性・PCR

法陽性であった。マニュアル改訂により次子妊娠時に研究時の栄養法選択の説明が異なるとの質

問が、フォローアップ中に複数寄せられ混乱がおきた。 

（考察）鹿児島県のコホート研究は、この年代のフォローが難しい中、母子感染率も従来と比べ、

栄養法選択により母子感染率が高まることは無いことが示せた。また、児のフォローアップ体制

は個別機関での整備は進んだが、連携体制の構築の必要性、母子感染例に対して支援体制、水平

感染対策の必要性、PCR 法で陰性/検出感度以下の症例に対する対応、3 歳時の母子感染確認方法、

マニュアル改訂時の社会の理解についての課題が明らかになった。 

（結論）母子感染率も従来と比べ、栄養法選択により母子感染率が高まることは無いことが示せ

たためコホート研究の成果を上げることができた。研究を遂行していく中で、新たな研究課題が

明らかになった。 



 

3 か月健診までに 4 名が個人的都合で辞退した。

1 歳までに、多忙や書類記載困難で 2 名、母親の

病気で 1 名、県外転勤でフォローアップ施設が無

く 1 名、3 歳時の採血結果が怖いため 1 名辞退し

ていた。残りの 1 名は、県外転勤でフォローアッ

プ施設が無く辞退となった。また、県外転勤でも

7 名は移行ができた。住所不明による脱落は、1

歳までに 14 名、2 歳までに 16 名、3 歳までに 3

名の 33 名であった。 

ｂ 母子感染検査について 

鹿児島県での抗体検査を実施した 168 名中母

子感染は 6 名（3.6％）であった。人工栄養法 2

名、短期母乳法で断乳できた 2 名、断乳出来なか

った 1名、PCR法陰性で長期母乳例 1名であった。 

 

 今回の研究を県内小児科ほぼ総てで実施でき

る体制が構築できた。 

２）研究遂行中の課題 

a 児のフォローアップ体制について 

 今回の研究でも実施率は 6 割弱であった。産科

で栄養法等の説明体制、小児科での検査体制と個

別の機関での実施体制は整備された。しかし、脱

落例も多かった。 

ｂ HTLV-1 母子感染例への対応 

母子感染者は、研究分担者が直接電話もしくは

面談を行った。全体の感染率も提示し選択した栄

養法による感染ではなく、避けられなかったもの

であると説明した。心理的負担が大きく、カウン

セリング等対応が必要と考えられた。小児科等で

の抗体検査で陽性となった場合のフォローアッ

プ体制の構築が必要と考えられた。 

c キャリア男性およびそのパートナーへの支援

体制 

キャリア男性や家族への対応体制の要望があ

った。妊娠時の抗体検査で陽性になった際に、夫

とその母親（義母）に相談すると自分たちがキャ

リアなので仕方がないと相談前には説明がなか

ったことやその後の対応に不満を持たれていた。

また、HTLV-1 妊娠時スクリーニング検査陰性で

あったが次子の際に陽性になったため、前子が心

配となり検査したところ母子感染した症例を経

験した。今後、性行為感染およびそれに伴う母子

感染予防についての情報についての需要がある

と考えられた。 

ｄ PCR 法検査 

 PCR 法陰性で母乳育児を行ったところ母子感

染した症例を経験した。児が 3 歳時点で、母親は

WB 法判定保留で、PCR 法は陽性であった。児は、

スクリーニング陽性であったが、WB 法陰性・PCR

法陽性であった。 

 また、前回妊娠時 WB 法判定保留で PCR 法では

陰性であったが、今回妊娠時の確認検査（LIA 法）

で陽性となった症例を経験した。 

e  マニュアル改訂による混乱 

次子妊娠時に研究時の栄養法選択の説明が異

なるとの質問が、フォローアップ中に複数寄せら

れた。具体的には「次子出産予定です。前回は短

期授乳と人工乳だけで同じぐらいの感染率だっ

たと思うのですが、主治医より感染予防で短期授

乳はしない方針になっているとのお話がありま

した。研究結果でそのような結果がでたのでしょ

うか？またどれぐらいの割合なのか教えてくだ

さい」等の問い合わせに現時点での情報で、メー

ルで対応した。やり取りの中で「主治医より「母

乳はあげない方針というお達しが上からきてい

る、新たに研究結果がでたのかもしれないです

ね」とのお話でたいへんショックをうけ涙がでて

きたところでした」との発言もあった。 

D.考察 

鹿児島県のコホート研究は、この年代のフォロ

ーが難しい中、鹿児島県で一定のフォローアップ

ができ、母子感染率も従来と比べ、栄養法選択に

より母子感染率が高まることは無いことが示せ

たと考えている。 

児のフォローアップ体制について、産科で栄養

法等の説明体制、小児科での検査体制と個別の機

関での実施体制は整備された。短期母乳選択時に

産科医療機関で助産師を中心に３か月の断乳ま

でフォローできる施設では完遂率が高いが、総て

の施設での実施はできず、里帰り分娩等の対応が

難しい課題も見受けられた。親世代は移動が多い

時期であるため産科から自治体や小児科をはじ

めとする医療機関、自治体間での情報伝達などの

連携体制の構築が必要であると考えられた。 

母子感染対策を行っていても一定数、母子感染

例が確認されるため対応する体制の構築は急務

と考えられた。心理的負担が大きく、カウンセリ

ング等対応が必要と考えられたが、今後保険適応



 

など支援が受けられる体制整備が必要と考える。 

また、児の抗体検査を実施により今後、キャリ

ア男性であることを知っている若年者が出てく

る。今回もキャリア男性からの水平感染した女性

の説明に対する不満や、水平感染後に出生した児

が母子感染した症例もいることから、水平感染対

策並びに水平感染による母子感染予防策につい

ても今後、研究の必要性がある。ただし、キャリ

アであることを知っている男性が現時点では少

ないこと、デリケートな問題であるため研究が困

難を伴うことが予想される。 

2016 年から PCR 法が保険収載され実施された

が、陰性/検出感度以下の症例に対する母子感染

対策が不要であるかはエビデンスが無かった。し

かし、今回の研究結果から、PCR 陰性例でも母子

感染することが証明されたことから、今後の陰性

/検出感度以下の症例に対する指導方法に関して

も研究が必要である。今回の児は、3 歳でスクリ

ーニング抗体検査陽性であったが確認検査は院

生であった。そのため、母子感染確認検査法判断

も今後検討する余地がある。 

今回、研究途中でマニュアルの改訂が行われた

た。研究協力者および現場での混乱が非常に大き

かった。マニュアル改訂時には、その改訂におけ

るエビデンスを示し、社会の理解を得るのが重要

であると考えられた。 

 

 

 

E.結論 

 母子感染率も従来と比べ、栄養法選択により母

子感染率が高まることは無いことが示せたため

コホート研究の成果を上げることができた。研究

を遂行していく中で、連携体制の構築の必要性、

母子感染例に対して支援体制、水平感染対策の必

要性、PCR 法で陰性/検出感度以下の症例に対す

る対応、3 歳時の母子感染確認方法、マニュアル

改訂時の社会の理解についての課題が明らかに

なった。 
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